
気仙沼市公告第　５１２ 号

１

(1)

23 人 14 人 3 人 3 人 1 人 44 人

6 人 1 人 4 人 8 人 5 人 24 人

29 人 15 人 7 人 11 人 6 人 68 人

（注）

人 人 人 人

（注）自己都合退職などには，国・県教育委員会から派遣された職員が，期間終了により退職した場合を含みます。

人 人 人

(２)

（注）括弧内の人数は，職員数のうち他自治体等からの派遣職員の人数（外書き）です。

２

(1) （単位：千円）

人

（注）

（単位：千円）

人事行政の運営等の状況について

　地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５８条の２第３項の規定により，気仙沼市人事行政の運営等の状況につ
いて，下記のとおり公表する。

令和２年１１月２７日

気仙沼市長　　菅　原　　茂

記

8

8.5%

区　　　　　分

本庁・支所など（普通会計） 76,733,077

純損益又は
実質収支

退職者数

ウ　再任用の状況（令和2年4月1日現在）

総費用に占める
職員給与費率
（Ｂ／Ａ）

62,009

28再任用者数

新規任用

人件費の状況　（令和元年度決算）

実質収支

58

計

職員の任免と職員数の状況

定年退職 計

住民基本
台帳人口

（R2.3.31現在）
区　　　　　分

人件費
（Ｂ）

区　　　　　分 勧奨退職

37

市立病院（公営企業会計）

職員数の状況　（令和2年4月1日現在）

任期更新

30

区　　　　　分

職員の任免

ア　職員の採用の状況　（令和2年4月1日採用）

イ　職員の退職の状況　（平成31年4月1日～令和2年3月31日の期間の退職者）

職　　　　　　　　　　種

一般行政職 医療技師

合　計

2　その他内訳 ： 保育士2人，助産師2人，指導主事2人

1　一般行政職には，国・県教育委員会から派遣された職員を含みます。

その他医師

女　性

看護師・保健師

男　性

4,571,941

総費用
（Ａ）

31.6%

上記には特別職に支給される給与・報酬のほか，共済費などを含みます。

人件費率
（Ｂ／Ａ）

区　　　　　分

自己都合退職など

105

計

60

6,548,659

職員給与費
（Ｂ）

職員給与の状況

対前年
増減数

3,364,131△ 889,23310,658,999

歳出額
（Ａ）

区　　　　　分 職員数
対前年
増減数

区　　　　　分 職員数

市長部局 正職員 1,245 人 △ 33
選挙管理委員会事務局

正職員 3 人

530 人 △ 10

0（82）
会計年度任用職員 350 人 会計年度任用職員 0 人

監査委員事務局
正職員 4 人 0

会計年度任用職員 100 人 会計年度任用職員 0 人

議会事務局
正職員 7 人 0

農業委員会事務局
正職員 4 人 0

会計年度任用職員 2 人 会計年度任用職員 1 人

うち病院部門
正職員

教育委員会事務局
正職員 135 人 0（5）

会計年度任用職員 134 人

ガス水道部
正職員 70 人 △ 5

合　　　計
正職員 1,468 人 △ 38（15） （102）

会計年度任用職員 13 人 会計年度任用職員 500 人
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(２) （単位：千円）

719 人

516 人

（注）特別職の報酬と手当は含みません。

(３)職員の平均給料月額，平均給与月額と平均年齢の状況 （令和2年4月1日現在）

円 円 歳 円 円 歳

円 円 歳 円 円 歳

円 円 歳 円 円 歳

（注）　平均給与月額は，平均給料月額に扶養手当，住居手当，通勤手当などの手当を加えたものです。

(４)職員の初任給の状況 （令和2年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

(５)一般行政職の級別職員数の状況 （令和2年4月1日現在）

(６)特別職の報酬などの状況　（令和2年4月1日現在）

円 円 円 円 円 円

(７)職員手当の状況  （令和2年4月1日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

職制上の段階，職務の級などによる加算措置  ：  有り（5～15％）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

1 その他の加算措置　：　定年前早期退職者特例措置　（2～20％加算）

2 １人当たり平均支給額　： 千円

代表的な職名 主事

１級区　　　　　分 ２級

構成比

給料月額・報酬月額

期末手当支給割合

主幹・係長 課長補佐

0.950

期末手当

退職手当 47.709

職員数

教育長

年計　3.40月分

4.50

12月期　1.70月分

中学卒
労 務 職

高校卒

高校卒

147,900

139,900

一般行政職

本庁・支所など（普通会計）

平均給料月額
区　　　分

150,600

189,600

国

気仙沼市

市立病院（公営企業会計）

319,143

761,710

763,335

気仙沼市

大学卒

6,520

147,900

150,600

182,200

５級３級

国

136,500

50.9327,564

312,754

43.2

平均年齢

区　　　　　分
１人当たり
給  与  費
（B/A）

52.8

平均給与月額

420,458

287,283

職員給与費の状況　（令和元年度決算）

2,693,126

区分

6,281

最高限度

47.709

区　　　分

宮城県

区　　　　　分

9.9 %10.8 %

47.70924.586875

2.250

勤続25年

6月期　1.70月分

副市長

勤勉手当

増減 （対前年度）

市　長

計

39.7575

4,515,961

主事

７級
計

議　長

636,000

議　員

466,000

主査

0.00

勧奨・定年

391,000

33.27075

9,944

19.6695 28.0395

743,848

部長

職員手当

401,722 52.3

平均年齢

354,591

平均給与月額

６級

課長

労　　務　　職

職員数
（A） 期末・勤勉手当

給　　　　　与　　　　　費

2.60

合　計

1.90

1.301.30

副議長

支
給
率

支
給
割
合

2.250

932,000

0.05

区　　　分 １２月期６月期

勤続35年

自己都合

0.950

勤続20年

0.05

153,300

311,140

宮城県

182,200

155,700

364,000

区分

327,902 349,475

給　　料

1,856,948

計　（B）

328,862

一般行政職

42.2

44.4

1,061,125

平均給料月額

408,868

3,364,131

52 人79 人192 人117 人

100.0 %33.4 %20.3 %

57 人62 人 576 人

3.0 %9.0 %13.7 %

17 人

手　　当　　の　　内　　容

期末手当

勤勉手当

４級

758,000
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1

2

3 手当の種類　（手当数） ： ５種類　廃棄物処理作業従事手当など

1

2

3

1 6,500 円

2 10,000 円

3 1人につき，6,500 円

4 1人につき，5,000 円加算

5

1 28,000円を限度に家賃に応じて支給

2

1 55,000円を限度に運賃に応じて支給

2 使用距離に応じて2,000円～32,700円を支給

3

３

(1)

(2)

・年20日取得可能

支給職員１人当たり平均支給年額　： 33,667円     

職員全体に占める手当支給職員の割合　： 3.4%

特殊勤務
手     当

支　給　額

手　　　　　　　　当　　　　　　　　の　　　　　　　内　　　　　　　　容

（注）　地域手当は，仙台市に勤務する職員，病院の医師などに支給しています。

区　　　分

配偶者

支 給 総 額 （ 年 額 ）

市立病院・
市立本吉病院

本庁・
支所など 職 員 1 人 当 た り 支 給 年 額

147,933千円                                 

264,743円                                   

596,392円                                   職 員 1 人 当 た り 支 給 年 額

支給職員１人当たり平均支給年額　： 1,044,029円  

5,030千円                                   

地域手当

時 間 外
勤務手当

区        分

支 給 総 額 （ 年 額 ）

職 員 1 人 当 た り 支 給 年 額

支 給 総 額 （ 年 額 ）

本庁・
支所など

471,746千円                                 

職員全体に占める手当支給職員の割合　： 72.8%

始業時刻

・90日以内 の必要な期間

休憩時間

本庁・
支所など

手当の種類　(手当数） ： １７種類　放射線取扱いに対する危険手当など　　

支給要件など

7時間45分

市立病院・
市立本吉病院

勤務時間／1日

市立病院・
市立本吉病院

交通機関などの利用者

終業時刻

令和元年度実績

午後5時15分

ア　年次有給休暇

40,842千円                                  

支 給 総 額 （ 年 額 ）

職 員 1 人 当 た り 支 給 年 額 326,563円                                   

午後0時から午後1時まで

子

住居手当

扶養手当 その他の扶養親族

借家・借間に居住している職員

国の制度との異同　：  1　国と同じ，　2　国は2,000円～31,600円を支給

職員の勤務時間，休暇に関する勤務条件の状況

国の制度との異同　：  国と同じ

特定扶養　（満16歳～22歳までの子）

イ　病気休暇

716,526円                                   

休暇の種類など

国の制度との異同　：  国と同じ

午前8時30分

通勤手当

職員の勤務時間　（一般職の標準的なもの）

交通用具の利用者
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(3)

件 件

件 件

件 件

件 件

４

(1) 分限処分者数（令和元年度）

(2) 懲戒等処分者数（令和元年度）

５

免職 休職区　　　　　　　分 降給

人1

0 人

0

　 職員の服務規律に関しては，次の市条例などに規定し，公務員としての綱紀の保持に努めています。

　　　(1) 気仙沼市職員の服務に関する規程
　　　(2) 気仙沼市職員の服務の宣誓に関する条例
　　　(3) 気仙沼市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例及び同規則
　　　(4) 気仙沼市職員のセクシュアル・ハラスメントの防止等に関する要綱

人 人勤務実績が良くない場合や心身の故障の場合など 0 人

3人 人

戒告 厳重注意訓告

18

人

　　　育児部分休業の承認件数

　　　育児休業の延長件数

14

　　　育児休業の承認件数

取得可能日数・期間など

育児時間休暇

種　　　　　　　　　類

１年に３０日以内

降任

減給停職

配偶者１０日，血族の父母７日　など

産前　８週間以内の期間，産後　８週間

６か月の期間内で必要な連続した期間介護休暇

育児休業の状況　（令和元年度）

女　　性男　　性

産前・産後休暇

0

区　　　　　　　　　　分

30

人
法令に違反した場合や，職務上の義務に違反し，又は職
務を怠った場合など

職員の服務の状況

７月から１０月までの期間において３日以内

（延べ人数）

0

取得可能日数・期間など

組合休暇

ウ　主な特別休暇

職員の分限と懲戒処分の状況

　　　育児短時間勤務の承認件数 0

0 7

結婚休暇

0 人

区　　　　　　　分 免職

61

夏季休暇

連続する７日以内

種　　　　　　　　　類

エ　その他の休暇　（無給休暇）

１日１時間又は１日２回それぞれ３０分

忌引休暇

0

0
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６

(1) 研修の状況　（主なもの）

(2)

業務・能力・態度評価による人事評価結果を勤勉手当に反映しています。

７

(1) 職員の健康診断の状況　（令和元年度）

人

人

人

(2) ストレスチッェクの実施状況（令和元年度）

人

(3) 公務災害の認定状況（令和元年度）

件

件

８ 公平委員会の業務の状況（令和元年度）

件

件

件

区　　　　　　分 受検者数

ストレスチェック 1,566

階層別

課長・課長補佐等 管理者研修Ⅰ～Ⅲ 人

採用6年目職員

44

監督者研修Ⅰ～Ⅱ

22

研修名など

定期健康診断

区　　　　　　分

人間ドック

行政実務

358

人

受講希望者など

新規採用職員研修，任期付職員研修，県任期付フォロー
アップ研修

2,119

受講者数（延べ数）

22

認定件数　（延べ数）区　　　　　　分

区　　分 対象職員など

1,655各種検診　（各種がん検診，腰痛健診など）

職員の健康管理に関する福祉の状況

専門的
知識習得

1,633

条例・規則作成研修,契約事務研修　ほか担当職員

28 人

勤務成績の評定の状況

人

一般職員研修Ⅱ

人

人

人

一般職員研修Ⅰ

241新規採用職員等

係長等

基礎的知識・
業務効率を向上

させる技術の習得

その他
人事評価研修，交通安全研修，コンプライアンス研修，
ハラスメント防止研修　ほか

職員の研修と勤務成績の評定の状況

不利益処分に関する不服申立ての状況

公務災害

勤務条件に関する措置の要求の状況

3

1

職員の苦情相談の状況 1

0

0

区　　　　　　分 件数　（延べ数）

通勤災害

受診者数　（延べ数）

採用11年目職員 11
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９ 特定事業主行動計画の実施状況（令和元年度）
　職員の仕事と家庭の両立を図ることなどを目的に策定した「特定事業主行動計画」の実施状況は次の

とおりです。

1 育児休業の取得を希望する職員の取得率を100％とする。 ％ 件

2 配偶者の出産時休暇の取得率（２日以上）を100％とする。 ％ 件

3 男性職員の育児休業の取得率を10％以上とする。 ％ 件

4 職員１人当たりの年次有給休暇取得日数を年間12日以上とする。 日

実施状況 取得件数達成目標

－

30

4

0

8.9

100

36.4

0

6 / 6


